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          2022 年度一般会計決算に対する反対討論原稿 

 

 日本共産党市議団を代表して、2022 年度・令和 4 年度一般会計決算に不認定の立場から

意見を申し上げます。 

 2022 年度は、市政で問われ続けてきた重大事案、北川原公園への違法なごみ搬入路整備

問題に、司法上の決着がつけられた年となりました。東京地裁で違法判決を受けても、不服

として控訴し、続く東京高裁で同じく違法判決を下されても、これに抗って上告し、2022 年

９月８日に、最高裁をして不受理との判断が下され、都市計画法違反と市長個人の損害賠償

責任が確定するという重大な事態・結果となりました。 

 市民や私たちが違法だと繰り返し指摘しても耳を貸さず、東京地裁、東京高裁の相次ぐ違

法判決・司法判断にも逆らって、最高裁の不受理による違法判決確定まで、違法を認めず、

暴走した原因も責任も、市長にある、市長の政治判断・決断の誤りにあることは明らかであ

ります。 

 同時に、その指摘は、議会の役割と責任にブーメランのように返ってくる問題でもありま

す。二元代表制である地方自治体において、行政監視機能・チェック機能を重要な使命とす

る議会、市議会は、その役割を果たせませんでした。一連の予算案や議案に賛成し、可決さ

せた市議会の責任を明確にして、抜本的な議会改革を進めなければならないと考えるもので

す。 

市政における不正・違法は、これだけにとどまりません。河内元副市長をめぐる不正は、
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市立病院、川辺堀之内区画整理事業から旧高幡保育園の民営化事業にまで及び、法令違反や

違法・不当な公金支出が問われる実態が明らかになりました。 

また、警視庁による河内元副市長をめぐる事件の捜査の過程で、市の公共事業において官

製談合が問われる事態も発覚、市の対応が厳しく問われる事態となりました。 

市政をめぐる違法や不正が次々明らかになってもなお、違法を認めず暴走する。不正によ

る不当な公金の支出、無駄遣いを認めず正当化する。そうした市の姿勢・対応が際立った１

年でありました。 

私たちが、2022 年度決算を不認定とする最大の理由はここにあります。 

 

 

 その上で、決算審査を通して明らかになった課題、また来年度以降の予算編成と市政運営

に生かしていただきたい政策課題について、以下５点に絞り提案させていただきます。 

 

第一に、「財政非常事態宣言」についてであります。決算審査の中で、市民一人当たりの

市民税額も市税額も２６市中１３番目・中位で、市民の担税能力も実績もあること、市の財

政調整基金・貯金は市政史上最高の約６０億円に及んでいること等も明らかになり、市も財

政状況が改善してきていることを認めました。 

「住民福祉の増進」を目的とする地方自治体、「全体の奉仕者」として役割を担う公務員

の本分を十分発揮できるよう、もはや根拠も道理も失っている「財政非常事態宣言」の解除
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を求めるものです。 

 

第二に、夏休み期間中の子どもの昼食支援についてであります。格差と貧困、さまざまな

困難を抱えた子どもと家庭が増加する中で、学校の夏休みなど長期休業期間中に昼食が食べ

られず痩せてしまう子どもが一定数生まれていることが大きな社会問題になってきていま

す。日野市の児童館においても、「子どもたちに福祉的な支援が足りない」「食事を食べてい

ない子ども、食べる物がない子どもなど現場で多々見られる」などの実態が報告される事態

となっています。来年度の夏休み期間中から児童館、学童クラブ、学校などで何らかの形で

昼食を支援・提供できるよう真剣な検討と具体化を求めるものです。 

 

第三に、放課後デイサービス事業者への支援についてであります。令和３年から実施され

た障害福祉サービス等の報酬改定によって、市内の少なくない放課後デイの事業者が減収に

より厳しい経営を余儀なくされる事態が続いていて、とうとう最近、閉鎖に追い込まれた事

業所も生まれました。 

障害を持つ子どもの放課後の療育の場であり大切な居場所です。市として事業所の実態と

要望を丁寧に掴み、必要な支援策を講じることを求めるものです。 

 

第四に、学校図書館への司書配置問題についてです。今議会において、市として来年度か

ら全小中学校へ学校司書を配置する方向で検討していることを明らかにしたことは重要で
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す。情報センター、学習センター、読書センター３つの機能を学校図書館が果たしていく上

でも、全ての小中学校に継続的安定的に司書を確保・配置していく上でも、学校司書の専門

性に相応しい処遇・賃金水準を保障することが必要不可欠です。 

１９９０年に都内の公立小中学校で初めて学校図書館に職員を配置した日野市の先駆性・

先進性を今一度取り戻し、積極的な学校図書館政策を講じられることを求めるものです。 

 

第五に、公共交通の充実・デマンド交通の導入へ向けた課題についてです。市はデマンド

交通の導入へ向けて、この間、市内交通事業者への個別ヒアリング等を実施し、その方向性

について基本的な合意を得たことを明らかにしました。他の自治体の取り組みの教訓からも、

デマンド交通を継続的・安定的な交通としていくためには、市民ニーズと市内交通事業者の

利害を丁寧に調整することが求められます。導入へ向けさらに積極的かつ丁寧な準備・取り

組みを求めるものです。 

 

 

最後に、いま、市政で切実に対応が求められている問題で、決算の総括質疑でも取り上げ

た２つの課題について、重ねて提案をさせていただきます。 

 

一つは、日野をはじめ全国的に急増している不登校問題についてであります。令和 4 年

度、日野における不登校児童・生徒は４５３人に及びました。この事実、子どもたちの SOS



 5 

をどう受け止めるのか、私たち大人に鋭く問われている問題だと考えます。 

結論的に言えば、学校というものが、個人の尊厳や多様性を尊重する時代にふさわしく、

子どもたち一人一人の尊厳を守り、安心して学び過ごせる場所への変わっていくことが求め

られていると考えます。そのために、子どもたち一人一人に丁寧に寄り添える教育環境の整

備、教員の定数増・少人数学級の実現が必要であり、そして教員の多忙化解消・長時間労働

の是正・給特法の抜本的見直しが必要不可欠だと考えます。 

また、学校が変わっていくことと同時に、フリースクールなど学校外での学びの場と育ち、

生活の場をしっかり整えていくことが切実に求められています。日本の現状は、学校教育法

１条に規定された学校以外、義務教育、高等教育として位置付けられていません。 

私たちは、フリースクールなども、一定の条件のもとで、学び・育ちの場として法的に承

認していくことを真剣に検討すべきだと考えます。学校という既存の教育制度から外れたと

いう自責の念に駆られて、さらに自分を追い詰めるような子どもたちの現状、学校復帰を目

的としないとしながら、学校復帰の人数を不登校支援の取り組みの成果としている学校・教

育委員会の現状、さらには今議会での発言でもあったように、不登校を「脱落」とみなす政

治や社会の風潮を考えるとき、学校と同様に学校以外の学びの場を公的に認可・承認し、保

障していくことがやはり必要だと考えるものです。 

日野市においては、フリースクールへの補助・支援、補助校内登校支援教室の更なる充実、 

市内の公的な場・ひょっこり・児童館・学童クラブなどの居場所の充実、そしてそうした多

様な居場所と結びつけ、支援を進める上で大切な役割を担っているスクールソーシャルワー
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カーの配置また処遇の充実を図るなど、不登校の児童・生徒への支援をさらに思い切って充

実させていくよう、心から求めたいと思います。 

 

 いま一つは、一連の不正・違法問題から何を教訓にして市政の立て直しを図っていくのか

という問題についてであります。 

そもそも、なぜ、ここまで相次いで、コンプライアンス違反が問われるような事態が起こ

ってきたのか。その背景として、国政や全国的風潮とともに、日野市独特の側面があること

も押さえておくことが重要だと考えます。 

この２０年来、「民間でできることは民間で」「規制緩和」が大合唱され、「公務員攻撃・

公務員バッシング」が時々で繰り返されてきました。そうした背景のもとで、公務員定数の

削減・民営化・非正規化が全国的に推し進められてきました。(分権改革で地方自治体の仕

事は増え、多様性の時代にあって市民の多様なニーズに応えていく公務員の役割はより重要

になってきているにも関わらず、逆に正規公務員を削減し、非正規を増やし、民営化を推し

進めてきたわけであります。) 

特に日野市においては、河内元副市長のもとで、より強力に、ラディカルに推し進められ

ました。日野市における公務員削減数は、資料請求に基づき提出された資料に基けば、市立

病院、保育園、幼稚園を除いて１９９９年から１５０人に及び、総括質疑に対する答弁に基

けば、市役所本庁職員の削減は８６人に及びました。 

 結果、公共、パブリックが担うべき、果たすべき役割が果たせず、公共が毀損されるとい
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う事態が引き起こされてきたということではないか、そういう側面・背景を捉えておくこと

が大事だと考えます。 

 その上で、私どもは、市民からの市政への信頼を回復し、立て直しを図っていくために、

改めて公共の再生、公共に期待されている役割を担い果たせるよう、公共を取り戻していく

ことを２点にわたり求めたいと思います。 

 １点は、公共を直接担う公務員、全体の奉仕者としての職員のみなさんが尊厳と誇り、や

りがいを持ち、安心して働き続けられるよう必要なところに正規公務員を増員していくこと、

同時に非正規公務員の処遇改善を進めることであります。 

 今一つは、公共、自治体の主役は住民という地方自治・住民自治の原点に立脚して、この

間のごみ問題での取り組みのように、あらゆる分野・施策で住民の参加と合意、徹底的な話

し合いを柱に市政運営・まちづくりを進めることであります。 

 市長には、以上の視点で、本気で改善・改革に取り組まれることを心から求めるものです。

以上、意見とします。 

  


